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１．はじめに 

 

 人口密度が高いほど一人あるいは世帯あたりの自動車

走行量が少ないことは，Newman and Kenworthy 

(1989)
1)
 以降盛んに研究されてきた．筆者も単に人口密

度との回帰を行うのではなく，所得や燃料価格など関連

する変数も取り入れて都市単位での自動車走行量やガソ

リン消費量に関する人口密度の弾力性を推計してきた

（Tanishita (2006)
2））．その結果として，人口密度を

1％高めれば走行量やガソリン消費量が 0.3～0.5％減る

といった知見が得られるが，これまでの研究は以下の２

つの課題を有していた． 

１つは集計データを用いた分析の場合で，いわゆる

集計バイアスが発生するということである（Tenn 

(2006)
3））．この課題に対しては，個票データを用いる

ことで回避可能であり，近年では個票データによる分析

が主流となっている(Bento et. al．(2005)
4)
). 

もう一つは，人口密度の高いところに住む人はそも

そも運転が好きでないという選好を持っているだけであ

り，人口密度は主要な変数ではない，いわゆる Self 

selection バイアスの可能性である（たとえば，Golob 

and Brownstone (2005)
5）やMokhtarian and Cao (2008)

6)）．

この場合，人口密度の影響を過大に推計してしまう可能

性がある（Kitamura et. al. (1997)
7））. 

実際，個票データを用いた分析では，人口密度は統

計的に有意なパラメータ値が得られるものの，本研究で

も後述するように，決定係数が 0.1 を下回るという結果

がしばしばである．しかしながら，一般には各世帯の選

好に関するデータは別途慎重に設計されたアンケートを

とるなどしない限り入手困難である注１）． 
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そこで本研究は，世帯の選好の多様性を表現す

る手法として潜在クラス回帰モデルを用いること

により，観測された結果から，複数のクラスに世

帯を分類し，かつそれらのクラスの選好が表現さ

れたパラメータの検討を通じて人口密度が自動車

走行量に及ぼす影響を定量的に分析することを目

的とする．もし一部のクラスにおいて人口密度が

統計的に有意でないということが示されれば，そ

うしたクラスに属する世帯の人口密度を高めても自

動車走行量は削減しない.またそうした世帯の特徴がわ

かれば，立地を誘導し，コンパクトシティの形成を目指

す施策の検討にも有用な知見を提供できる． 

 

２．Self Selectionに関する先行研究 

  

Mokhtarian と Cao は環境（built environment），態度

(attitude)と交通行動にかかわる self selectionを扱った28

の先行研究のレビューを行っている．そしてこの問題へ

の対処法として，表1に示す方法があることを明らかに

している． 

自動車の走行量を扱った研究として，まずBagley 

and Mokhtarian (B＆M)(2002)8) は統計的制御により，

アンケート調査をもとに得られた自動車や公共交通が好 

 

表１ Self selection バイアスへの対処法 

方法 備考 

直接質問 質問に伴うさまざまなバイアスの発生 

統計的制御 態度に関する変数を加えて環境（人口密

度）の影響を推定 

操作変数法 操作変数を用いて環境を表し，態度に関

する変数は誤差項として扱い，操作変数

と相関がないものとして影響を推定 

サンプル選

択モデル 

環境の選択を説明する式を構築し，残差

相関を考慮して環境のグループごとに影

響を推定 

ジョイント

モデル 

・非集計モデル 

・構造方程式モデリング 

時系列分析 態度に関する変数を制御可能 

Mokhtarian and Cao(2008) 6)をもとに作成 



きたどうかといった態度変数やどのような週末を過ごし

ているかから分類したライフスタイル変数を加えて分析

を行い，これらが交通行動を規定する主たる要因であり，

居住地（環境）の影響はあるが小さいことを示した．

Handy et. al. (2005)9)はクロスセクションデータでは

B&Mと同じであるが，時系列データを用いた場合は逆に

環境の影響の方が大きいことを示した．Golob and 

Brownstone (2005)5)は構造方程式モデリングにより,

平方mile当り1,000住宅数が減少すると，年間自動車走

行量が1,200mile増加することを明らかにしている．

Schwanen and Mokhatarian (2005)10)は，居住地と態度

（都心が好きか郊外が好きか）のミスマッチと交通行動

に着目した研究であるが，self selectionの影響を除去

した上で環境は自動車走行量に影響を及ぼすことを明ら

かにしている． 

 わが国においては，自動車走行量を対象とはし

ていないものの，藤井・染谷(2007)11)は，転居前

の交通行動が居住地選択と転居後の交通行動の双

方に影響を与えているという仮説を検証している．

また中道・谷口(2008)12)は，転居者のみを分析対

象とすることで選好の要因を制御し，中心都市に

転居した世帯は自動車利用日数が減少していると

いう結果を得ている． 

いずれも self selection の影響がある，あるい

はその影響の存在を前提に分析を行っており，環

境のみならず選好・態度も自動車走行量に影響を

及ぼしているといえよう．すなわち，選好の違い

を考慮しないモデリングは環境の影響を過大に推

定してしまう可能性がある． 

本研究は，潜在クラス回帰モデルを用いて選好

の多様性を表現することで，環境が交通行動に与

える影響を分析するものである． 

 

３．方法 

 

 潜在クラス回帰モデルは，マーケティングの分

野を中心に研究がすすめられているが，交通や立

地行動の分野でも研究が行われている 13-16)．具体

的には，クラス数を K とするとき 
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となる．クラスが選好を表すグループに相当し，各クラ

ス(k)の選好が各クラスのパラメータ kθ として反映さ

れていると考えることができる． 

パラメータは対数尤度 
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を最大とするよう，EMアルゴリズム(Dempster et. al. 

197717))を用いて推定される．モデルの適合度はベイジ

アン情報量規準(BIC)あるいは赤池情報量規準(AIC)によ

り評価される．なおBICは過小に，AICは過大にクラス数

を分割する傾向にあることが指摘されている18)． 

本研究は世帯別の自動車走行量を被説明変数，世帯

属性と人口密度を説明変数とする回帰モデルを用いて，

①クラスをわける意味はあるか？また②複数のクラスに

おいて人口密度はどの程度有意な変数か？を検討する． 

 

４．データ 

 

 スイスの個票データ(Mikrozensus2000)を用いる．世

帯の所得（8階級）注2），住所（コミューン（2000年時点

で2,896存在する）），世帯人員数，言語（ドイツ語／

その他），住宅タイプ（戸建／その他），所有する別荘

の数，自動車保有台数，保有する自動車のエンジンサイ

ズ，年間自動車走行量(km)注3などが記載されている．こ

こに居住地の環境を表す変数として，最小の行政単位で

あるコミューンの人口密度（人/ha）をスイス統計局か

ら入手し，追加した． 

スイスの世帯自動車保有率はきわめて高く，

Mikrozensusデータでは約8割である．今回は年間自動車

走行量が50km以上である12,855世帯を対象とした．約半

数が単身者であり，ドイツ語を話す世帯が約6割，集合

住宅居住世帯の比率が約65%，別荘数の平均は0.13にす

ぎず，8割以上の人は所有していない． 

単純に人口密度と世帯の年間自動車走行量の関係を

示したものが図１である．人口密度が高いほど自動車走

行量が短くなる傾向は読み取れるが，ばらつきがきわめ

て大きい．他の変数の影響も考慮する必要があるし，こ 



図１ 人口密度（対数：横軸）と自動車走行量（対数：

縦軸）の関係（サンプル数：12,855） 

 

こに数本の直線を引く，すなわち潜在クラスに分割する

ことも可能かもしれないことがわかる． 

 

５．結果 

 

(1)クラス数(K) 

クラスをわけない（K=1）よりもクラスをわけた方が

BIC/AICは小さく，BICに基づく最適クラス数は2，AICで

は5という結果が得られた（表２）．なお説明は省略す

るが，単身世帯と非単身世帯をわけて推定しても同じ結

果であった．しかしK=5においては，切片は異なるが他

のパラメータは似た値を示すクラスが２つ作成され，過

度にクラス分けされていると判断し，K=1,2,4における

結果について検討することにした． 

 

(2)各クラスの特徴 

推計結果を表３に示す．まずクラスをわけない 

 

表２ クラス数別 BIC および AIC 

K 1111    2222    3 4444    5 6 
BIC 29843 28081280812808128081    28108 28165 28225 28237 

AIC 29784 27955 27914 27905 27898278982789827898    27910 

 

K=1 においては，すべてのパラメータは統計的に

有意に推定されるが決定係数は 0.1 であった． 

次に BIC が最大となる K=2 においては，93％の

世帯がクラス１に分割されるが，クラス１，２と

もに人口密度のパラメータは統計的に有意にマイ

ナスである．すなわち，人口密度は選好にかかわ

らず走行量に影響を及ぼす変数であるといえる．

またクラス１は人口密度，所得ともにパラメータ

（弾性値でもある）が，クラス２よりも小さく，

これらの変化に相対的に影響をうけにくい世帯で

あることを示す． 

 K=4 については，主として所得弾力性の大きさ

によってクラスが形成された．約 6 割の世帯は

K=2 のクラス１の世帯とほぼ同じ値である．クラ

ス２やクラス３は，所得弾力性が高い世帯であり，

人口密度の弾力性もクラス１と比較して相対的に

高い．興味深い点は約 7％の世帯は，人口密度の

影響はうけない（加えて，所得や世帯人員数の影

響もうけない）という結果となった．こうした世

帯は K=5 としたときも抽出されるが，K=3 とした

ときは抽出されない．このクラスの世帯は，人口

密度が高くなったとしても自動車走行量は変化し

ないといえる． 

それぞれのクラスの特徴をもう少し詳細にみる

ために，図２，３に K=2 および K=4 のときのクラ

スごとの説明変数そして保有台数や保有する車種

について検討を行った（これらを説明変数に加え

なかった理由は，残差がこれらの変数と相関する

ことが予想され，適切なパラメータが得られない 

 

表３ パラメータ推定結果（被説明変数：log(自動車走行量)） 

クラス数
クラス
事後確率

パラメータ ｔ値 パラメータ ｚ値 パラメータ ｚ値 パラメータ ｚ値 パラメータ ｚ値 パラメータ ｚ値 パラメータ ｚ値
定数項 6.35 51.42 6.74 56.90 5.01 7.15 7.86 30.10 3.27 1.74 1.23 1.33 8.13 3.04

log(人口密度) -0.10 -18.39 -0.09 -18.71 -0.12 -4.29 -0.09 -10.49 -0.15 -2.71 -0.13 -4.79 -0.07 -0.78

log(世帯人員数) 0.17 11.77 0.13 9.67 0.35 4.53 0.14 5.51 0.42 4.15 0.03 0.53 0.15 0.57

log(所得) 0.36 25.00 0.33 24.34 0.40 4.92 0.21 6.79 0.62 3.09 0.97 9.31 0.02 0.05

非ドイツ語ダミー 0.094 6.45 0.12 9.00 -0.06 -0.78 0.14 4.99 -0.07 -0.66 0.05 0.65 -0.07 -0.26

集合住宅ダミー 0.043 2.63 0.01 0.54 0.19 2.19 -0.01 -0.31 0.25 2.09 0.07 0.83 0.09 0.30

log(別荘数+1） 0.18 6.15 0.12 4.45 0.45 2.85 0.12 2.54 0.70 1.98 -0.07 -0.45 -0.07 -0.15

7%11%24%59%7%93%

1 2 4
1 2 32 41

注：有意水準 5％で係数=0 という仮説が棄却されない変数を斜体で示した． 
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図２ K=2 のときのクラス別平均値              図３ K=4 のときのクラス別平均値 

 

と判断したためである）．K=2 において，人口密

度弾力性の大きい世帯（クラス２）は，相対的に

保有台数が少なく，小型車を保有する比率が高い．

これは K=4 でも同じである．一方，K=4 において

所得や人口密度の影響を受けない世帯（クラス

４）は，非ドイツ語圏で人口密度の低い地域に居

住し，別荘数の多い世帯と推測された注４）． 

 

６．おわりに 

 

以上，本研究は同じ選好をもつクラスへの分割と，

それぞれのクラスの特徴の推定を同時に行う潜在クラス

回帰モデルを用いて，スイスの世帯における自動車走行

量に関する人口密度の影響を分析した．その結果，BIC

を最小とするクラス数は2であり，このときクラスによ

らず人口密度の影響はあり，その弾力性は-0.09,-0.13

であった．加重平均した弾力性は-0.09であり，クラス

を分割しない場合より約1割小さい値となった．BICは落

ちるがクラス数を4としたとき，加重平均した弾性値は

クラス分割しない場合とほぼ同じであったが，約7％の

世帯は所得や人口密度の影響をうけない世帯として抽出

された．そうした世帯は非ドイツ語圏で人口密度の低い

地域に居住し，別荘数の多いことが推測された． 

人口密度弾力性は都市レベルの集計データを用

いた場合(0.3-0.5)より小さい値が得られたが，ゼ

ロではなく，立地誘導によるコンパクト化の意義

はあるといえる．また今回の分析結果より，人口 

 

密度弾力性の大きい世帯は，相対的に保有台数が

少なく，小型車を保有する確率が高い可能性が示

されたが，そうした世帯が人口密度の低い地域に

居住しているケースも少なくない．今後，こうし

た知見を踏まえて費用対効果の高い立地誘導策に

ついて検討したい． 

 潜在クラス回帰モデルでは，推定されたクラスごとの

パラメータに選好・態度が反映されていると仮定して結

果の解釈を行うものであること，そして各クラスに帰属

する確率は求まるものの，真の選好・態度が得られるわ

けではないことに留意が必要である．また本研究では主

要都市までの距離など空間属性やコミューン単位で得ら

れる緑の党への投票率といった情報を活用していない．

さらに保有台数や保有する車種を被説明変数として加え

ることで，より正確に選好の多様性を把握したい．最後

に，いうまでもないが人口密度は本来内生変数であって，

今回のように外生変数として扱うのは短期的には問題が

ないと考えるが，長期的な観点からは適切ではない．人

口密度の定義とあわせ，住宅，自動車保有，交通行動を

同時に扱った個票データを用いた分析19)を行って，これ

らの複雑な関係および世帯の特性を考慮した住宅(地)供

給行動についての理解を深めたいと考えている． 
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注 

１）こうした主要な変数を除いて統計分析を行うとい

わゆる過小定式化バイアス(omitted variables 

bias)が生じる（清水(2008)20））． 

２）所得は8階級の中央値を用いて変数として扱った． 

３）年間走行量50km未満の自動車については保有動機が

車を使用するためではないと考え，分析対象からは

ずした．また自動車走行量については，10,000kmや

20,000kmといった数値での回答が少なからず存在す

る（図１からも読み取れる）．そのため一部の回答

者は正確な走行量ではなく，おおよその値を回答し

ていると推測される．今回はそれらの値について補

正を行わずに分析を行っている．どういう世帯がお

およその値を回答するかについてのモデリングを行

った上でデータを補正して分析するなど工夫が可能

であるが，この点については今後の課題としたい． 

４）今回は分析の対象外であるが，所得弾力性は先行研

究よりも小さめの値を得ている．この主たる原因は，

データのところで記述したように，スイスは所得水

準また自動車保有率がきわめて高いため，所得の変

化の影響を受けにくいためであると考えている

(Dargey and Gately(1997)).  
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世帯の自動車走行量の人口密度弾力性* 

谷下雅義**・坂本将吾***・川野正史*** 

本研究は，自己選択バイアスを考慮して，同じ選好をもつクラスへの分割と，それぞれのクラスの特徴の

推定を同時に行う潜在クラス回帰モデルを用いて，スイスの世帯の自動車走行量に関する人口密度の影響を

分析した．その結果，BICを最小とするクラス数は2であり，人口密度弾力性は-0.09,-0.13であった．BICは

落ちるがクラス数を4としたとき，約7％の世帯は所得や人口密度の影響をうけない世帯として抽出された．

そうした世帯は非ドイツ語圏で人口密度の低い地域に居住し，別荘数の多いことが推測された．人口密度弾

力性は都市レベルの集計データを用いた場合より小さめの値が得られたが，ゼロではなく，立地誘導による

コンパクト化の意義はあるといえる． 

 Population Density Elasticity of Household’s Annual Vehicle Mileage * 

By Masayoshi TANISHITA**, Shogo SAKAMOTO*** and Masashi KAWANO*** 

Self selection bias is one of the important issues in the impact analysis of built environment on travel behavior. In this 

paper, population density elasticity of household’s annual vehicle mileage is estimated using micro data in Switzerland 

and latent class regression model. As a result, 2 classes model is selected from Bayesian Information Criterion, and the 

elasticity is -0.09-0.13, which is lower than that using regional aggregate data analysis. In case of 4 classes, about 7% 

households were not affected by income and population density. They are no-German speaking and live in rural area 

with many cottages.  
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